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コロナ禍をしなやかに生きる

～社会の課題に向き合う
法人経営を実現するために～

オンライン（動画視聴）開催
【視聴期間】令和4年3月10日～ 3月31日

全国社会福祉協議会

令和３年度

社会福祉法人
経営者研修会
経営管理コース
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少子高齢化の進行、人口減少社会の到来、労働力人口の激減等、わが国の社会構造は未曽有の大転
換期を迎えようとしています。さらには、新型コロナウイルスの感染拡大を機に、生活様式や産業の
変化は、一層加速してきています。

このような社会構造や暮らしの変化、福祉ニーズの多様化・複雑化に対し、「地域共生社会」づくりや、
SDGs の「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現を含めた「ともに生き
る豊かな地域社会」の実現が求められており、社会福法人にはそのなかで中心的な役割を担うことが
社会から要請されています。

こうした大転換期にあっては、今後の方向を見極め、社会福祉法人の新たな存在意義を発信してい
くことが求められています。

今後の社会や福祉のありようを展望し、変化に対峙する経営者の対応力を高めることを目的に本研
修会を開催します。

本研修おススメの３つの特徴

社会福祉法人経営者等が、「今」関心のあることをしっかりと学べます
福祉分野の制度動向等をふまえ、社会福祉法人経営者に関心の高い知識、情報をタイムリーに提供いたします

中央福祉学院だからお届けできる、第一線の講師による充実したプログラム
福祉に関する研修を専門に運営してきた本学院だからこそできる、各分野で活躍されている講師
陣による研修プログラムを提供いたします（次ページ参照）

映像配信受講だから、忙しくてもスキマ時間にじっくり学習可能です
期間内であればいつでも、何度でも視聴可能なため、忙しい経営者の方々でもしっかりと学習できます

開 催 趣 旨

お問い合わせ先 E-mail : z-gakuin@shakyo.or.jp　Tel : 046-858-1355

令和 4 年 2 月 10 日（木）までに、
郵便 又は FAX にてお申込みください。（p.4 参照）お申込み

インターネットによる
動画配信
※視聴のための通信環境は 
　各自でご用意ください

開
催
形
態

令和 4年
3月10日～ 3月31日
※期間内はいつでも視聴できます

視
聴
期
間

社会福祉法人の役員及び
社会福祉法人経営に携わる者
※設立準備中の法人は対象外です

受
講
対
象

26,200 円（税込）
※視聴のための通信料は
　各自でご負担ください

受
講
料
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研修プログラム

講　義　60分

新たな時代の社会システム
　～地域に根ざす共生の視点から

貧富の格差の拡大、消滅も危惧される地方の存在、
人口減少社会に伴う現行の社会保障の存続への懸念
等、日本はこれまでにない危機に直面しています。家
族機能が希薄化しコミュニティが崩壊してしまったと
されるする日本型福祉社会の今後について、地域に
おける共生の視点から考えます。東京大学

名誉教授　神野 直彦 氏

講　義　60分

コロナ禍における
社会福祉法人のリスクと対応　　　　　　

コロナ禍により、福祉現場ではこれまで以上に「感
染予防」に努めていますが、いざ感染が発生した場
合には、利用者やその家族、職員をはじめ様々な関
係者への対応が求められ、法的なリスクにさらされる
場合も想定されます。「介護・福祉系」法律事務所を
標榜する同社の豊富な知見に学びます。

法律事務所おかげさま
代表弁護士　外岡 潤 氏

講　義　　　　コロナ禍に向かう①60分

困窮する子育て家庭への支援
　～子どもの教育機会を犠牲にしないために

新型コロナの発生以降、親が失業するなど困難な状況
に陥る家庭が増え、困窮する子育て家庭の課題はより
深刻化しています。諸外国と比べ、日本の子ども関連
の予算は少なく、苦しい状況に置かれた子どもへの対
応を急ぐ必要があります。この国の将来を担う子ども
を育むための、求められる支援について学びます。

認定 NPO 法人キッズドア
理事長　渡辺 由美子 氏

講　義　　　　コロナ禍に向かう②60分

困窮からひとりにしない支援

生活困窮者や社会から孤立状態にある人々への生活再
建支援を行う同法人は、コロナ関連死をくい止めるた
めに支援付き住宅を提供する「家や仕事を失う人をひ
とりにしない支援」のを多くの賛同・寄付をえて開始し
ました。機動的に社会課題に立ち向かう実際から、社会・
地域に求められる取り組みについて学びます。

認定 NPO 法人抱樸
理事長　奥田 知志 氏

特別講義　60分

「教育」と「評価」で辞めさせずに育てる

社会福祉の現場において利用者への良質なサービス
提供を実現するためには、人材不足への対応は、必
要不可欠な喫緊の課題です。著書『全員を戦力にす
る人財育成術』のエッセンスから、人が辞めずに活
躍し続けるための教育や、経営トップに求められるあ
りようについて考察します。

株式会社ホスピタリティ＆グローイング・ジャパン
代表取締役会長　有本 均 氏

講義・個人ワーク　 120分

社会福祉法人の財務管理と経営のあり方

今日における社会福祉法人の存在意義や、社会福祉
法改正において、ガバナンスの強化等が求められた
背景、これからの社会福祉法人の使命や経営に求め
られる事柄を確認したうえで、社会福祉法人経営に
おける財務的視点からの問題点の発見と対応方法を
講じる財務分析について学びます。

独立行政法人福祉医療機構　経営サポートセンター 
シニアリサーチャー　千葉 正展 氏

行政説明　60分

社会福祉法人をめぐる制度・施策の動向

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課

福祉ニーズの多様化・複雑化、福祉を取り巻く環境
の変化をふまえ、社会福祉法人の運営の在り方等に
関する検討会においては、「社会福祉連携推進法人」
の詳細が検討されています。関連情勢を含め、改正
社会福祉法施行後の社会福祉法人をめぐる制度・施
策の動向を学びます。
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【郵送先】全社協・中央福祉学院（〒240-0197　神奈川県三浦郡葉山町上山口 1560-44）
【ＦＡＸ】046-858-1356 

お申込みの際は、本用紙を必要部数コピーしてお使いください。（申込書の控えをおとりください）

令和３年度社会福祉法人経営者研修会

受講申込書（□経営管理　□人事管理）コース
※受講するコース名にチェック☑を記入してください（両方も可）

〔申込締切〕
令和４年
２月10日（木）

フリガナ 生　年　月　日
受講希望者
氏　　　名

（西暦）
年　　　　月　　　　日

以下、選択肢の項目はいずれか該当するものを○してください

勤
務
先
名
称
・
現
職
名
・
住
所
等

法人名
1. 社会福祉法人
2. その他

〔法人名〕

勤務先
種　別

1. 行政　　　　2. 保護施設　3. 高齢者関係
4. 障害者関係　5. 児童関係　6. 母子施設
7. 法人本部　　8. その他

〔勤務先種別名詳細〕（例：特別養護老人ホーム、など）

勤務先
名　称

受講者
職　種

1. 経営者　2. 管理者
3. 職員　　4. その他

〔職種名詳細〕（例：施設長など） 福祉職
経　験
年　数

現職年数 通算年数

年　　月 年　　月

勤務先
所在地
連絡先

〒　　　　－　　　　　　

TEL　　　（　　　　）　　　　　　　FAX　　　（　　　　）　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【その他（受講者アンケート・通信欄等）】
本研修会を過去に

受講したことがありますか
1. はい（あります）
2. いいえ（ありません）⇨

※「ある」と回答された方は、直近で受講された研修をお知らせください。

( コース名 )・経営管理　・人事管理　・サービス管理 年頃

中央福祉学院の他の経営者向け研修を
過去に受講したことがありますか 1. 社会福祉施設長資格認定講習課程　2. 福祉施設長専門講座　3. いいえ（ありません）

本研修会を
知った手段

１．中央福祉学院ホームページ　２．本学院からの直接送付 (DM)　３．都道府県社協から
４．市町村社協から　５．職場内で　６．経営協の会報同封の案内　７．その他（　　　　　　　　　　）

通信欄

以下中央福祉学院使用欄　※記入は不要です

【個人情報について】
　受講者の皆様に関する個人情報は、①全国社会福祉協議会中央福祉学院が行う研修の受講者台帳の作成、研修テキストや各種
資料の送付、履修状況管理、研修終了後の履修証明書の発行等の研修事業関連、②全国社会福祉協議会もしくは全国社会福祉協
議会を構成する各種組織が行う研修事業および出版物に関するご案内のみの目的で使用し、他の目的で使用することはありません。
　その管理については、全国社会福祉協議会「個人情報の保護に関する方針（プライバシーポリシー）」に基づき適切に行い、
無断で第三者に提供することはありません。
※ 全国社会福祉協議会のプライバシーポリシー等は、全社協ホームページに掲載しています。（http://www.shakyo.or.jp/kojin.html）

取りまとめ自治体コード 受付番号 －

※	資料の送付をご自宅に希望される方は下記通信欄にご自宅住所を
ご記入ください。


